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2 子ども 

 

 (1) 現状と課題 
 

近年、少子化や核家族化の進行、地域の子育て機能の低下、インターネット
や携帯電話・スマートフォンの急速な普及などにより、子どもを取り巻く環境

は大きく変化しています。いじめや児童虐待、不登校や家庭への引きこもりと

いった、子どもの人権に関する問題は依然として厳しい状況にあります。 
 

また、出会い系サイトを通した児童買春等子どもの犯罪被害、氾濫する違
法・有害情報に起因した青少年の犯罪被害、インターネットを介した誹謗・中

傷によるいじめ、個人情報の流出など、子どもの人権侵害が深刻な社会問題と

なっています。 
 

こうした背景から、2009 年（平成 21 年）4 月に「青少年が安全に安心し

てインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」が施行されま

した。 
 

 ｢人権に関する県民意識調査」の結果においても、｢子どもの人権問題｣への

関心は 35.3%と最も高くなっており、多くの人は、「いじめ」や「家庭での虐
待」などに問題があるととらえています。 

 
  このような中、子どもに関する相談については児童相談所が対応することと

されてきましたが、2004 年（平成 16 年）に「児童虐待防止法」及び「児童福

祉法」が改正されたことにより、2005 年（平成 17 年）4 月 1 日から市町村が
児童家庭相談に応じることが法律で明確化されました。 

 
そして2006年度（平成18年度）までに県内全市町村において「要保護児童

対策地域協議会」が設置され、各市町村における児童虐待相談への対応を行っ

ています。 
 

 また、2008 年（平成 20 年）に、児童福祉施設に入所している児童等に対す

る養育者（施設職員等）による加害行為から児童を守るため、児童福祉法にお

いて、「被措置児童等虐待の防止等」について規定されました。 
 

 2016 年(平成 28 年)には、さらに「児童福祉法」が改正されたことにより、

児童虐待について発生予防から自立支援までの一連の対策のより一層の強化

を図るために、市町村及び児童相談所の体制強化が明確にされました。 
 

 このような状況の中、2016 年度(平成 28 年度)中に県内の子ども相談センタ

ー※が対応した児童虐待の相談対応件数は、1,004 件と過去最高となった 2015

年度(平成27年度)の1,018件とほぼ横ばいの状況となりました。 
 

県民の関心の高まりや関係機関の連携の向上などにより、比較的軽微な段階
で早めに認知又は相談、通告がされるようになったことから近年相談対応件数

が増加してきております。 
 

児童虐待相談対応件数が増加する中で、子ども相談センターに児童福祉司及

び児童心理司を適正に配置し、研修などによりその資質の向上を図るなど、多
様化・複雑化する児童相談に十分な対応ができるよう体制を充実する必要があ

ります。 
 

全国的には児童が虐待死するなど重篤な事件が後を絶たない中、社会全体で

この問題に対して取り組む意識が必要であり、地域全体で子どもや保護者を見
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守り、支え、虐待が疑われる場合には関係機関に通報することが求められてい

ます。 
 

県では、2007 年（平成 19 年）3 月に施行した「安心して子どもを生み育て

ることができる岐阜県づくり条例」や 2015 年(平成 27 年)3 月に改定した「第

3 次岐阜県少子化対策基本計画」、2016 年（平成 28 年）に改定した「第 3 次

岐阜県青少年健全育成計画～ぎふ子ども・若者プラン～」等に基づき、市町村、

関係団体等と連携しながら、次代を担う子どもが健やかに生まれ育つ環境づく
りを積極的に推進しています。 

 
今後はさらに、子どもや家庭がその周りの様々な人々に見守られ、共に支え

合いながら、安心して健やかに暮らしていける岐阜県を目指し、県民、家庭、

地域社会・地域を支える市民団体、児童福祉施設・学校、企業、労働者、市町
村、県が連携しながらそれぞれの立場で取り組んでいきます。 

 
また、社会生活を営む上で困難を有する青少年に対し、一人一人の困難な状

況に応じた適切な支援を実施するため、各機関が連携した総合的・継続的な支

援体制を強化する必要があります。 

 
 
 (2) 施策の方向 
 

子どもの人権の尊重及び福祉の増進を目的に、子どもの視点に立って、県民

一人ひとりが家庭や子育てに対する関心を一層高めるとともに、行政のみなら
ず地域社会、学校、家庭、企業などと連携を図りながら施策を推進します。 

 

   1) 子どもの人権を尊重する啓発活動 
 

県民一人ひとりに子どもの人権尊重の理念の普及や理解の促進を図るため、

児童福祉週間を中心にあらゆる機会を通して、関係機関や団体の協力を得なが

ら児童の権利に関する条約※、宣言等の趣旨を周知徹底するなど、子どもの人権

尊重を目指した啓発活動を推進します。 

 

   2) 乳幼児期における子どもの人権尊重 
 

乳幼児期は、生涯にわたる人間形成の基礎を培う極めて大切な時期であり、

保育所や認定こども園においては、人権を大切にする心を育てるという観点か

ら、「保育所保育指針」や「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」を基本
として、子どもの心身の発達、家庭や地域に応じた適切な保育を実施します。 

 
  また、人権を大切にする心を育てる保育を一層推進するため、保育所職員に

対する研修を充実します。 

 

   3) 児童虐待の防止、早期発見、早期対応の推進 
  

2004年（平成16年）に「児童虐待防止法」及び「児童福祉法」が改正され、

2005 年 (平成 17 年）4 月 1 日から市町村が家庭児童相談に応じることが法律

で明確化されました。 
 

そのため、県内の全市町村において「要保護児童対策地域協議会」が設置さ
れ、要保護児童についての相談を、より身近な市町村で行える体制が整いまし

た。この相談体制が円滑に機能できるよう、個別ケースへの対応方法や関係機
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関との連携のあり方等について、積極的に支援します。 
 

また、子ども相談センター24時間虐待通報ダイヤルにより通報や相談を的確

に受け付けるとともに、子ども相談センターに児童福祉司を適正に配置するな

ど､年々多様化・ 複雑化する児童相談に十分な対応ができるよう体制を充実し

ます。 

 

   4) 児童虐待等の被害者(児)への支援 
 

子どもに虐待を加えた保護者及び子どもに対して、家族の再統合を目指すプ

ログラムを実施することにより、子どもが健全に育つことのできる生活環境を

確保します。 
 

また、児童養護施設入所児童に対しては、夏休みの一定期間及び週末や学校

等の休業期間を利用して、温かい家庭生活が体験できる一般家庭での里親体験

事業を行います。 
 

さらに、「身元保証人確保対策事業」等により、施設等退所者が社会的に自

立した生活を営むことができるよう引き続き支援します。 

 

   5) たくましく生きる子どもをはぐくむ環境づくりの推進 
 

豊かな心を持ち、たくましく生きる子どもをはぐくむには、家庭、地域社

会、学校、行政等、子どもにかかわる様々な主体が互いに連携しながら、良

好な社会環境づくりを進めていく必要があります。 
 

「岐阜県青少年健全育成条例」では、大人による青少年の健全な育成を阻

害する行為に係る規制等について定めていますが、規制対象店舗等への立入

調査や、違反者に対する取締りにより条例遵守の徹底を図ります。 
 
さらに、青少年の非行・被害防止全国強調月間（毎年 7 月）や、子ども・

若者育成支援強調月間（毎年11月）を通じ、青少年が健全に育つことのでき

る社会環境づくりへ向けた啓発活動を積極的に展開するとともに、関係業界

に対する働きかけを行うなど、青少年の健全育成に対する気運の醸成を図り

ます。 
 
また、県が設置している青少年相談機関「青少年ＳＯＳセンター※」では、 365

日、24 時間体制で青少年やその保護者からの悩みごと相談を受け付けていま

すが、相談員の資質向上、市町村や関係機関との連携強化に努め、相談機能

の更なる充実を図ります。 

 

6) 学校等におけるいじめ、体罰など暴力行為防止に向けた対応の強化 
 

いじめは、すべての児童・生徒に関係する問題であり、いじめを受けた児童・

生徒の心身に深刻な影響を及ぼす許されない行為です。 
 

すべての児童・生徒が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組むこと

ができるよう、県や市町村・学校・地域住民・家庭その他の関係者が連携し、

次の事に取り組みます。 
 

 ・複雑化・多様化するいじめ等に対応するため、いじめの防止等にかかわる

様々な関係機関、家庭や地域社会との連携した体制の整備を図る。 
 

 ・豊かな心や望ましい人間関係を築く力、人権感覚の向上を図るため、すべ
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ての教育活動を通した道徳教育や体験活動、人権教育を推進することによ

り未然防止を図る。 
 
 ・いじめの認知件数や対応状況等について点検を行い、いじめの早期発見等

の取り組みの充実を図る。 
 
 ・スクールカウンセラー※等の配置、専門家の派遣等により早期発見、早期対

応を図る。 
 
 ・暴力行為の未然防止と早期対応を図るため、公立学校及び市町村教育委員

会の要請に応じ、暴力行為等防止支援員を派遣し、児童・生徒や保護者へ

の対応や教職員に対する助言等を行う。 
 
 ・いじめや体罰により生命、身体または財産に重大な被害が生じた疑いがあ

ると認めるときは、事実関係を明確にするための調査を行い、必要に応じ

て再調査を行い、同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講じる。 

 

 

 

 

■ 子どもの人権問題で、特に問題があると思うこと 
   Ｑ 子どもの人権問題について、特に問題があると思うの はどのようなことですか。 

次の中から2つまで選んで○をつけてください。 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.0%

1.3%

1.1%

33.7%

30.0%

2.8%

6.8%

43.5%

65.9%

2.3%

1.1%

1.8%

17.8%

18.6%

1.3%

3.6%

36.6%

40.2%

64.1%

1.3%

1.1%

2.4%

1.5%

4.4%

20.0%

15.6%

2.6%

5.7%

37.3%

35.8%

61.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

わからない

特に問題があると思うことはない

児童買春・児童ポルノ等の対象となること

暴力や性など子どもにとって

有害な情報がたくさんあること

子どもを成績や学歴

だけで判断すること

学校で教師が体罰を行うこと

学校や就職の選択などの子どもの意見

について、親がその意見を無視すること

家庭で親が子どもを虐待すること

いじめをしている人や、いじめられて

いる人を見て見ぬふりをすること

身体への直接攻撃や相手がいやがる

ことをするなどのいじめを行うこと

28年度（ｎ＝1,014）

24年度（ｎ＝1,065）

19年度（ｎ＝1,168）
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1.3%

2.0%

0.9%

0.3%

15.8%

57.4%

46.3%

27.6%

6.4%

24.1%

2.1%

1.5%

2.6%

0.5%

9.3%

53.2%

38.4%

30.0%

13.1%

27.5%

0.8%

1.6%

2.6%

1.0%

40.1%

25.0%

5.3%

35.2%

25.4%

22.2%

7.4%

18.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

わからない

特に必要だと思うことはない

子どもに自分と同じように他人も大切

にする思いやりの心などを教える

「自分は大切な存在だ､価値あ

る存在だ」という実感を味あわせる

児童買春・児童ポルノ等

の取締りを強化する

家庭・学校・地域の連帯意識を

高め、３者が連携して活動に取組む

親の家庭でのしつけ

や教育力を向上させる

子どもの個性・自主性を尊重

するような社会をつくりあげる

子どもの人権を守るための

啓発広報活動を推進する

子どもの人権相談所や

電話相談所を充実する

28年度（ｎ＝1,014）

24年度（ｎ＝1,065）

19年度（ｎ＝1,168）

 

■ 児童虐待を発見したときの対応 
   Ｑ あなたが児童虐待を発見したらどうされますか。 

次の中から1つだけ選んで○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

■ 子どもの人権を尊重するために必要なこと 
   Ｑ 子どもの人権を尊重するためには、どのようなことが必要だと思いますか。 

次の中から2つまで選んで○をつけてください。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

1.1%

2.2%

4.0%

16.5%

16.3%

59.8%

2.1%

2.6%

3.3%

18.5%

11.2%

62.3%

2.2%

2.4%

4.4%

19.1%

9.5%

62.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

他人の家庭のことには口を

出さないなどの理由で何もしない

どこ（誰）に知らせたら

いいのかわからない

民生・児童委員に知らせる

学校や子ども相談センター、県や

市町村の福祉窓口などに知らせる

28年度（ｎ＝1,014）

24年度（ｎ＝1,065）

19年度（ｎ＝1,168）

 


